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【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００６３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００６３】
ｂ)　氷冷した撹拌しているｔ－ＢｕＯＫ(０.６７３ｇ、６mmol)のＴＨＦ(２０mL)溶液に
、不活性雰囲気下、２０－３０分にわたり３－(３,５－ジクロロ－フェニル)－アクリロ
ニトリル(０.９９ｇ、５mmol)およびＴｏｓＭＩＣ(１.１７ｇ、６mmol)の組み合わせのＴ
ＨＦ(１０mL)溶液を滴下する。１時間後、氷浴の添加を除き、および反応混合物を室温で
一晩撹拌する。溶媒を減圧下除去し、残留固体をＥｔＯＡｃおよび水に分配する。水性相
をＥｔＯＡｃで抽出し、有機相を合わせ、水、塩水で洗浄し、ＭｇＳＯ４で乾燥させ、溶
媒を減圧下で除去して、褐色固体を得る。粗生成物をフラッシュクロマトグラフィー(イ
ソヘキサンから１：１　イソヘキサン：ＥｔＯＡｃの勾配)で精製して、４－(３,５－ジ
クロロ－フェニル)－１Ｈ－ピロール－３－カルボニトリルを得る；[Ｍ－Ｈ]－　２３５
／２３７。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００６７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００６７】
実施例２８
[３－シアノ－４－(３－メタンスルホニル－フェニル)－ピロール－１－イル]－酢酸の製
造
ａ)　氷冷した撹拌している１Ｍ　ＢＨ３のＴＨＦ(２５mL、２５mmol)溶液に、不活性雰
囲気下、１０分にわたり３－メタンスルホニル安息香酸(２ｇ、１０mmol)のＴＨＦ(２０m
L)溶液を滴下する。反応混合物を室温で一晩撹拌し、次いで０℃に冷却して、その後水(
２mL)を添加する。溶媒を減圧下除去し、残渣をＤＣＭおよびＮａＯＨに分配する。有機
層を単離し、ＭｇＳＯ４で乾燥させ、濾過する。溶媒を減圧下で除去して、(３－メタン
スルホニル－フェニル)－メタノールを得る；[Ｍ－Ｈ]－　１８５。
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